
 1

平成１８年２月２３日 
                               南海電気鉄道株式会社 

 

子会社の解散及び合併に関するお知らせ 

 
 当社は、平成１８年２月２３日開催の取締役会において、連結子会社５社の解散及び連
結子会社である南海エフディサービス株式会社と葵商事株式会社の合併を決定いたしまし
たのでお知らせいたします。 
 

記 
 
１．子会社の解散 
(1)南海マリンアセッツ株式会社 
①会社概要 
所在地   大阪府泉佐野市りんくう往来北５－１ 
代表者   取締役社長 兜 秀昭 
事業内容  不動産賃貸事業 
資本金   １００百万円 
株主構成  南海電気鉄道株式会社 １００％ 

 ②日程（予定） 
  平成１８年３月上旬  解散決議 
  平成１８年５月下旬  清算結了 
 
(2)りんくうフェリー株式会社 
①会社概要 
所在地   大阪府泉佐野市りんくう往来北５－１ 
代表者   取締役社長 兜 秀昭 
事業内容  一般旅客定期航路事業 泉佐野港～徳島港の経営 
      平成１１年９月航路休止、平成１２年９月航路廃止許可を受けており 

ます。 
資本金   １００百万円 
株主構成  南海フェリー株式会社 １００％ 

 ②日程（予定） 
  平成１８年３月上旬  解散決議 
  平成１８年５月下旬  清算結了 
 
(3)瀞峡観光船株式会社 
①会社概要 
所在地   三重県南牟婁郡紀宝町鮒田７０番地の１ 
代表者   取締役社長 加治 榮太郎 
事業内容  航路事業（瀞峡観光船） 
      平成１７年６月に熊野交通株式会社と経営統合し、営業を休止しており

ます。 
資本金   １０百万円 
株主構成  熊野交通株式会社 １００％ 
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②日程（予定） 
  平成１８年３月上旬  解散決議 
  平成１８年５月下旬  清算結了 
 
(4)熊野観光バス株式会社 
①会社概要 
所在地   和歌山県新宮市佐野三丁目１２番２２号 
代表者   取締役社長 露口 貞晴 
事業内容  貸切バス事業 
      平成１７年１２月に熊野交通株式会社と経営統合し、営業を休止してお

ります。 
資本金   ５０百万円 
株主構成  熊野交通株式会社 １００％ 

 ②日程（予定） 
  平成１８年３月上旬  解散決議 
  平成１８年５月下旬  清算結了 
 
(5)株式会社暖流 
①会社概要 
所在地   和歌山県東牟婁郡串本町潮岬２８７５番地 
代表者   取締役社長 森本 博也 
事業内容  食堂及び売店事業 
      平成１３年２月で営業を休止しております。 
資本金   １８百万円 
株主構成  熊交商事株式会社 １００％ 

②日程（予定） 
  平成１８年３月上旬  解散決議 
  平成１８年５月下旬  清算結了 
 
２．子会社の合併 
 (1)合併の要旨 

①合併期日 
  平成１８年４月１日（予定） 
 ②合併方式 
  南海エフディサービス株式会社を存続会社とする吸収合併方式で、葵商事株式会社は

解散します。 
 ③合併比率 
  本合併による新株の発行及び資本金の増加は行いません。 
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 (2)合併当事会社の概要（平成１８年２月２３日現在） 
①合併会社 
 商号      南海エフディサービス株式会社 
所在地     大阪市中央区難波五丁目１番６０号 
代表者     取締役社長 玉田 光弘 
設立年月日   平成１６年２月２５日 
事業内容    飲食店の運営業務 
資本金     １０，０００千円 
発行済株式総数 ２００株 
株主構成    南海商事株式会社 １００％ 
総資産     ３２，７５１千円（平成１７年９月３０日現在） 
決算期     ３月３１日 

②被合併会社 
商号      葵商事株式会社 
所在地     大阪市浪速区日本橋西一丁目３番１９号 
代表者     取締役社長 谷渕 清和 
設立年月日   昭和２６年９月１９日 
事業内容    飲食店及び食堂の経営 
資本金     １０，０００千円 
発行済株式総数 ２０，０００株 
株主構成    南海商事株式会社 １００％ 
総資産     １２１，４４９千円（平成１７年９月３０日現在） 
決算期     ３月３１日 

 
３．解散及び合併の理由 

当社では、平成１７年度を初年度とする３か年経営計画「進化１２３計画」において、
各グループ会社の競争力強化により、「攻勢型」企業グループの構築を目標としており
ます。この一環として、重複して事業を行っている会社を統合し、経営効率の向上をは
かるため、上記子会社５社の解散及び２社の合併を実施することといたしました。 

 
４．業績に与える影響 
  当該会社の解散及び合併による当社単体及び連結の当期業績に与える影響は軽微であ
ります。 

 
以上 


